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４　子どもたちの夢が広がる “森の国”【教育・子育て】
　「人心緑化の町」宣言と「人権尊重の町」宣言の精神を教育の基本理念として、「森の国まつの」の豊かな自然や貴重で個性的

な歴史・文化資源、人材などを最大限活用し、「学び合い未来へ紡ぐ人づくり」に資する、地域の特性を生かした教育施策を展

開します。

　⑴　外国語や情報通信など特色と将来性のある教育のための環境整備

　⑵　子どもたちの地域に対する誇りや愛着を育むカリキュラムの実施

　⑶　情報の受発信と世代間交流の拠点となる図書館機能の整備検討

　⑷　人材育成基金の活用による保護者負担軽減など、きめ細やかな子育て支援

　⑸　保育園と小学校の連携強化による子育て環境の充実

　⑹　地産地消を基本とした食育の充実

　⑺　保育園の機能強化を含めた乳幼児の子育て支援の充実

５　揺るぎない行財政基盤の “森の国”【行革・協働】
　事業の効率化と重点化、財源確保に取り組み、危機感を持った財政運営に徹し、将来的に持続可能な行財政基盤の確立に努め

ます。喫緊の課題である新庁舎建設については、防災拠点の役割を果たすとともに、町民協働のまちづくりを実現するための住

民生活に密着した庁舎の早期完成を目指し、実施設計業務に取り組みます。

　さらに、町民の理解と信頼を高めるため、計画的な職員研修の実施により自己啓発を促し、役場職員の資質改善、問題解決能

力と危機管理能力の向上に努めます。

　⑴　新庁舎整備事業の推進

　⑵　住民座談会の開催と広報広聴機能の強化

　⑶　地域計画に掲げる事業の具現化に対する支援の強化

　⑷　各部落に対する一括交付金制度の創設検討

　⑸　職員研修の充実

　⑹　税・使用料等の滞納対策の強化

　⑺　新地方公会計制度への対応

　⑻　宇和島圏域、予土圏域市町との多面的な連携

　⑼　行財政改革の推進
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１　健やかで生きがいに満ちた “森の国”【健康・福祉】
　町民誰もが住み慣れた地域で自分らしい暮らしと健康で自立した生活が送れるよう、保健・医療・福祉・介護の連携のもと切
れ目のない支援体制や、生涯にわたる健康づくり・予防活動、高齢者福祉、障害者福祉の充実により健康寿命の延伸を図るとと
もに、関係機関、住民との協働による防災、要配慮者対応の取組を推進します。

　⑴　高齢者や障がい者の生活や健康を見守る住民主体の組織の確立
　⑵　中央診療所と地域包括支援センターの機能強化と人材育成
　⑶　町民ひとりひとりの健康や生活に関するデータの蓄積と活用
　⑷　町内外の医療機関・福祉施設との連携強化
　⑸　自動運転等先端技術を活用した複合的な地域公共交通網構築の研究
　⑹　社会福祉協議会に対する指導・支援
　⑺　人権尊重を基調とした人権啓発活動の推進

２　賑わいと活気にあふれた “森の国”【産業・雇用】
　農業分野では低迷する基幹産業再生のため、担い手の確保、育成や地域おこし協力隊員への活動支援に努めるとともに、特産
作物の維持、拡充や、生産性、収益性の高い農業施策の展開により、中山間地域の持つ多面的な特性をより生かしながら、農家
所得の向上、農村社会の衰退に歯止めをかける取組を推進します。
　林業においては、新たな森林管理システムや、森林環境譲与税の活用を図りながら、森林経営管理法の施行に伴う森林整備事
業への的確な対応と、次期県林業躍進プロジェクトを見据えた林業施策を展開します。
　商工観光分野においては、中小企業の経営支援や創業支援による商工業の振興、立地企業との連携による地域経済の活性化を
図るとともに、地域資源を生かした特徴ある観光まちづくりを推進します。

　⑴　産業基盤を支える外国人を含めた多様な担い手の確保
　⑵　農地開発団地再生プロジェクトの推進
　⑶　農林産物の生産・加工・販売を一貫して行う６次産業化の推進
　⑷　地域通貨の導入など地域内循環型経済モデルの構築
　⑸　除間伐の推進と森林環境税を活用した豊かな森林づくりの推進
　⑹　企業誘致・留置対策と創業支援対策の充実による雇用の創出
　⑺　町内および関連企業と連携した企業版を含むふるさと納税の推進
　⑻　町内の人材・資源・ネットワークを活用した住民主導型の観光交流産業の育成・支援
　⑼　町出資法人等の経営健全化と観光施設・農林業施設の適正管理
　⑽　観光交流イベントの開催による地域経済の活性化

３　安全で快適な暮らしの “森の国”【環境・防災】
　地域防災計画及び業務継続計画（ＢＣＰ）に基づく防災体制の充実や自主防災会の活動強化を図るとともに、平成30年７月豪
雨災害での経験を教訓に、「命を守る」ことを基本として、被害の最小化を主眼とする「減災」の考え方に基づき、住民一人ひ
とりが迅速かつ主体的に避難行動がとれるよう、自助、共助の取組を強化、支援していくための防災・減災の諸施策を推進します。

　⑴　河川改修事業など治水対策の強化
　⑵　消防団員・防災士等の人材確保と総合防災訓練の実施など平時からの徹底した防災・減災対策
　⑶　生活道路や用排水路、街路灯などの維持管理のための仕組みづくり
　⑷　多様な住環境ニーズに対応する住宅・宅地の確保とリフォーム制度の充実
　⑸　自然環境に配慮した災害に強い社会資本の整備促進
　⑹　移住者の積極的な受入れと関係人口の増大による地域活力の創造
　⑺　景観を含めた歴史文化資源の保存活用
　⑻　松野南小学校校舎の有効活用の検討
　⑼　コミュニティ施設の計画的な改築・改修
　⑽　簡易水道設備の老朽化対策
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